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i-Construction－建設事業の生産性革命への取り組み－

2015年に閣議決定された第4次社会資本整備

重点計画では、基本方針として社会資本のストック

効果の最大化を目指した戦略的インフラマネジメント

への転換をうたうとともに、現場の生産性向上による

構造改革等への取り組みに言及しています。

わが国の建設事業は、建設投資の減少局面にお

いて労働力が過剰となり、生産性向上が見送られて

きました。今後は労働力不足となることが予想されて

おり、円滑な実施が危惧されています。

国土交通省は2016年を「生産性革命元年」と位

置づけ、ICT技術の全面的な活用、全体最適の導入

(規格の標準化)、施工時期の平準化をトップランナ

ー施策とする｢i-Construction｣を進めています。

建設事業におけるICT技術活用は、2012年頃より

CIM(Construction Information Modeling/Management)と

して、ICTを駆使した情報の一元化および業務改善

により効率化を図る取り組みが推進されています。

今回のi-ConstructionもICT技術の活用という点で

同じ方向性を持っていますが、ICTに対応した施工

管理基準等を規定する等、検査まで3次元データで

完結するよう実効性を高めることを目指しています。

主な対象工種を土の切り盛りを行う「土工｣、コンク

リート構造物を製作する「コンクリート工｣としていること

も特徴です。生産性が横ばいとなっている土工、コン

クリート工は多くの人手を要し、全技能労働者の約4

割を占めています。この2工種の生産性向上は建設

事業全体の生産性向上に大きく寄与します。

具体的な取り組みとしては、以下が挙げられます。

○ICT技術の全面的な活用(ICT土工)

①ドローン等による3次元測量

②3次元測量データによる設計・施工計画

③ICT建設機械による施工

④ICT技術に則した基準による検査の省力化

○全体最適の導入(コンクリート工の規格の標準化等)

①現場打ちの効率化：鉄筋をプレハブ化、型枠をプレ

キャスト化することで型枠設置作業等をなくし施工

②プレキャストの進化：各部材の規格(サイズ)を標準

化し、定型部材を組み合わせて施工

i-Constructionは、建設現場の生産性の向上を目

指したものですが、建設現場とは調査から管理までの

一連の現場を意味しています。また、後工程で生じそ

うな仕様の変更等を前工程で事前に集中的に検討し

品質の向上や工期の短縮化を図るといった製造分野

での取り組み(フロントローディング)もあり、コンサルタン

トの担うべき役割も大きくなると考えられます。

当社は、MMS(Mobile Mapping System)で取得した3次

元情報の設計業務への応用やCIM試行業務での経験

を活用し、i-Constructionの推進に寄与してまいります。

これまでの情報化
施工の部分的試行

3次元
データ作成

･重機の日当たり施工量約1.5倍
･作業員約1/3

2次元
データ作成

従来方法 測量
設計･
施工計画

書類による
検査

施工

i-Construction
ドローン等による
3次元測量

3次元測量による
設計･施工計画

ICT建設機械に
よる施工

3次元測量を活用した
検査等(検査の省力化)

i-Construction(土工)と従来工法との比較1) 1)　国土交通省Webサイト｢i-Construction委員会資料｣を加工して作成
(http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000028.html)
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社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント
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■社会基盤整備に係る企画、調査、計画、設計、管理、評価
－河川計画、海岸保全計画、河川・海岸構造物・港湾の設計・維持管理、道路・交通・都市計画、橋梁の設計・維持管理

(要素技術一例)・現地調査(波浪観測、漂砂調査、測量、道路環境・交通量調査等)
・シミュレーション(氾濫・土砂動態・水理解析、波浪変形・海浜地形変化予測、高潮・津波解析、各種構造解析等)
・交通需要予測・解析、交通事故対策、社会実験、PI、景観予測評価、構造物劣化予測等

■社会基盤整備に係る環境アセスメント(調査計画立案、現地調査、予測評価、対策検討、事後調査)、環境計画
－港湾、埋立、空港、ダム、発電所、河口堰、道路、新交通システム、清掃工場、住宅・工業団地、下水処理場等

(要素技術一例)・環境調査(水域・陸域・大気域、動植物の分布・生態、景観、航空・リモートセンシング調査、気象観測等)
・理化学分析(水質、底質、大気質、生物、土壌、廃棄物等)
・シミュレーション(水質、底質、大気質、悪臭、騒音・振動、波浪、気候変化、汀線・地形変化、漂流物等)
・自然再生技術、環境保全対策技術、生態系評価(生活史・生息環境・干潟生態系モデル等)、PI
・地球温暖化対策調査、再生資源利用調査、アメニティ環境調査、自然環境DB構築、地域特性の可視化、LCA

■環境リスクの評価・管理
－ダイオキシン類・PCB類・POPs・放射性物質・重金属類・環境ホルモン・VOC等の調査・分析、ヒト生体試料中(血液、臍

帯血、尿、毛髪等)の化学物質・農薬等代謝物分析、土壌汚染評価、GLP対応の生態影響・毒性試験、化学物質の環境実態
・曝露量の解析・評価、汚染メカニズムの解明

■食品衛生・生命科学関連検査
－食品中の有害物質・残留農薬・微生物・異物・アレルゲン検査、食品の機能性評価、生体・細胞中の代謝物・タンパク質
・遺伝子解析

■自然環境の調査・解析、生物生息環境の保全・再生・創造
－動植物調査、サンゴ礁・藻場・干潟・海浜の保全・再生・創造、河川・湿地・ヨシ帯の自然再生、魚道・多自然水辺空間・

ワンド・淵の計画・設計、アオコ・赤潮発生対策、生物の移植・増殖

(要素技術一例)・生物同定・分析技術(DNA分析、アイソザイム分析、細菌・ウィルス検査、データ集計・解析処理システム等)
・解析(営巣・行動圏・採餌環境解析、生態系・生活史モデル、統計解析、漁業資源解析、アオコ・赤潮発生予測等)
・生物飼育実験設備における飼育・増殖試験、希少生物の保護・育成技術開発、埋土種子による植生の復元

■情報システムの構築、情報発信
－河川水位計測システム、衛星画像解析、GISアプリケーション開発、基幹系システム開発、気象・海象・防災情報配信

■災害危機管理、災害復旧計画
－危機管理支援(危機管理計画、災害時対処マニュアル作成、災害訓練企画・運営)、災害査定・被害状況調査、災害復旧・
改良復旧事業支援、人命・資産の安全確保

－災害情報支援システム、降雨・洪水予測システム、氾濫解析・予測システム、洪水・津波浸水ハザードマップ
－除染計画策定支援

■海外事業
－環境に配慮したインフラ整備(地域総合開発、水資源開発、上水道、港湾、海岸、道路、橋梁、下水・廃水・廃棄物処理)
－災害マネジメント(治水・砂防)、環境保全・創出(環境社会配慮、環境アセスメント、環境保全計画、公害対策等)
－アメニティ(観光開発、都市計画、水辺の再生等)、技術者受け入れ、専門家派遣


